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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

地域で支える認知症施 １ 事業目的

策推進事業 認知症の人やその家族を支えるため、歯科医師・薬剤師・

看護職員に対し、認知症の早期発見・治療に必要な基本知識

１，５８２千円 や医療と介護の連携の重要性等を習得する認知症対応力向上

研修を実施する。

１，５８２

２ 実施主体

［地域医療介護総合確 県

保基金］

３ 事業内容

（１） 歯科医師認知症対応力向上研修 ４９２千円○新
認知症ケアに関わる多職種連携や適切な口腔管理等につい

て、必要な知識を習得する研修の実施。

①対 象 歯科医師

②開催場所等 県北、中央、県南 各1回

③受 講 者 数 ９０人（３０人×３回）

④委 託 先 （一社）秋田県歯科医師会

（２） 薬剤師認知症対応力向上研修 ４９２千円○新
認知症ケアに関わる多職種連携や適切な服薬指導等につい

て、必要な知識を習得する研修の実施。

①対 象 薬剤師

②開催場所等 県北、中央、県南 各1回

③受 講 者 数 ９０人（３０人×３回）

④委 託 先 （一社）秋田県薬剤師会

（３） 看護職員認知症対応力向上研修 ５９８千円○新
病院・診療所内での対応に向けた適切な施設内マネジメン

ト等について、必要な知識を習得する研修の実施。

①対 象 看護職員

②開催場所等 秋田市（予定）

③受 講 者 数 １００人

④委 託 先 （公社）秋田県看護協会
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

元気で明るい長寿社会 １ 事業目的

づくり事業 高齢者が元気で充実した生活ができる社会の実現に向け、

すべての市町村が、介護保険法の改正に伴う新しい地域支援

６，５７９千円 事業を円滑に実施できるよう支援を行う。

６，５７９ ２ 実施主体

県（ 公財）秋田県長寿社会振興財団に委託）（

［地域医療介護総合確

保基金］ ３ 事業内容

（１）生活支援コーディネーター養成研修

２，６４５千円

市町村が行う生活支援体制整備事業の推進役である生活

支援コーディネーターの養成、コーディネーターの活動を

円滑にするための住民への普及・啓発。

①生活支援コーディネーター養成研修

・対 象 市町村、地域包括支援センター職員、

）コーディネーター候補者(社協職員等

・内 容 講義（制度説明 、グループワーク）

・開催場所等 秋田市（１回 、１００人）

②タウンミーティングの実施

・対 象 一般県民

・内 容 講義（制度説明）

・開催場所等 県内全市町村（各１回）

（２）地域支援事業における支え合い活動推進事業

２，８４６千円

生活支援コーディネーターの配置及び協議体（社協や地

縁組織など、地域の関係者で構成するコーディネーターの

活動を支える組織）の設置に向けたモデル市町村に対する

個別支援や情報交換等を目的とした連絡協議会の開催。

①モデル市町村支援

・対 象 北秋田市、潟上市、大仙市、湯沢市

・内 容 地域課題の抽出、生活支援コーディネ

ーター及び協議体メンバーの選出等

・開催場所等 各地区３回
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事 業 名 内 容

②連絡協議会の開催

・対 象 全市町村

・開催場所等 秋田市（５回）

③情報交換会の開催

・対 象 市町村、地域包括支援センター職員、

）コーディネーター候補者(社協職員等

・開催場所等 秋田市（１回 、５０人）

④生活支援コーディネーター関連情報誌の発行

・部 数 ３，０００部（１，５００部×２回）

・配 付 先 市町村、地域包括支援センター等

（３）地域包括ケア構築のための住環境整備事業

４３７千円

個別ニーズに応じた住環境整備サービスの提供の促進に

向けた住宅改修研修の実施。

・対 象 介護支援専門員、地域包括支援センタ

ー職員、在宅介護支援に関わる専門職

員等

・内 容 講義（基礎知識 、グループワーク）

・開催場所等 秋田市（１回・２日間 、１００人）

（４）地域ケア・マネジメント支援機能強化事業

６５１千円

地域包括ケアシステムの構築・普及啓発のための市町村

職員向け研修及び県民向け講演会の開催。

①地域ケア会議への広域支援員派遣による助言指導

・対 象 県北、中央、県南の地域包括支援セン

ター（各１カ所）

・内 容 個別ケース（困難事例）に対する助言

指導

・派遣回数等 各地区１回

②地域包括ケアシステム構築セミナー

・対 象 市町村・地域包括支援センター職員等

・内 容 講演、グループワーク

・開催場所等 秋田市（１回 、１３０人）

③県民向けシンポジウムの開催

・対 象 一般県民

・内 容 講演、パネルディスカッション

・開催場所等 秋田市（１回 、１３０人）
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予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業

○二次予防事業

○一次予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営（ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症施策推進事業

○生活支援体制整備事業

（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

予防給付（要支援1～２）

充
実

移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

新しい地域支援事業の全体像新しい地域支援事業の全体像

同様

生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による

多様な取組のコーディネート機能を担い、一体的な活動を推進。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の日常生活圏域（中学校区域等）がある。
①第１層 市町村区域で、主に資源開発（サービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
②第２層 日常生活圏域（中学校区域等）で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による

多様な取組のコーディネート機能を担い、一体的な活動を推進。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の日常生活圏域（中学校区域等）がある。
①第１層 市町村区域で、主に資源開発（サービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
②第２層 日常生活圏域（中学校区域等）で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○地域に不足するサービスの
創出

○サービスの担い手の養成
○元気な高齢者等が担い手と

して活動する場の確保など

○関係者間の情報共有
○サービス提供主体間の連

携の体制づくりなど

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

等

（Ｃ）ニーズと取組のマッチング

○地域の支援ニーズとサービス提
供主体の活動をマッチングなど
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

地域介護福祉施設等整 １ 事業目的

備事業 「市町村介護保険事業計画」及び「県介護保険事業支援計

画」に基づき、各地域において必要な地域密着型サービスを

１，０４９，３０９千円 提供する施設等の整備及び施設の円滑な開設を促進するた

め、必要な経費について支援するとともに、特別養護老人ホ

１，０４９，３０９ ームの多床室に入所する利用者のプライバシー保護のため、

必要な改修費用について支援を行う。

［地域医療介護総合確

保基金］ ２ 実施主体

市町村、社会福祉法人

３ 事業内容

（１）地域密着型サービス施設等整備事業

８２３，８２０千円

住み慣れた地域で安心して暮らすため、住民のニーズに対

応したサービスを提供する施設等の整備に要する経費を補

助。

実施主体 施設種別 事業者 定員
補助額

（千円）

大館市

認知症高齢者グループホーム (有)ほのぼの   9 32,000

認知症高齢者グループホーム (有)祐康  9 32,000

介護予防拠点 (福)大館圏域ふくし会  8,500

鹿角市
地域密着型特別養護老人ホーム (福)花輪ふくし会 29 123,830

小規模多機能型居宅介護事業所 (福)花輪ふくし会 18 32,000

北秋田市
地域密着型特別養護老人ホーム (福)秋田県民生協会   29 123,830

認知症高齢者グループホーム 合同会社　スィーダ 18 32,000

潟上市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)敬仁会 29 123,830

八郎潟町 小規模多機能型居宅介護事業所 あきた湖東農業協同組合   29 32,000

秋田市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)正和会 29 123,830

にかほ市 認知症高齢者グループホーム (株)大日向建築 9 32,000

大仙市 小規模多機能型居宅介護事業所 (有)福寿   18 32,000

仙北市

認知症高齢者グループホーム (有)福寿 9 32,000

認知症高齢者グループホーム (有)白岩の郷 9 32,000

小規模多機能型居宅介護事業所 (有)たんぽぽ 29 32,000

　　　　　　　合計　（１５施設） 823,820
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（２）介護施設開設準備経費等支援事業

１９１，８８９千円

介護保険施設等において、開設時から質の高いサービスが

提供できるよう、設備整備費及び備品購入費等に要する経費

を補助。

（３）特別養護老人ホーム等空間整備事業

３３，６００千円

特別養護老人ホームに入所する利用者のプライバシーを保

護するため、多床室のベッド間を壁で仕切るなどの改修に要

する経費を補助。

実施主体 施設名(施設所在地） 床数
補助額

（千円）

（福）仁賀保中央福祉会 浩寿苑（にかほ市） 48 33,600

実施主体 施設種別 事業者
補助対象

定　　員

補助額

（千円）

大館市

認知症高齢者グループホーム (有)ほのぼの   9 5,589

認知症高齢者グループホーム (有)祐康  9 5,589

鹿角市

地域密着型特別養護老人ホーム (福)花輪ふくし会 29 18,009

小規模多機能型居宅介護事業所 (福)花輪ふくし会 6 3,726

北秋田市

地域密着型特別養護老人ホーム (福)秋田県民生協会   29 18,009

認知症高齢者グループホーム 合同会社　スィーダ 18 11,178

(福)北秋田市

社会福祉協議会
特別養護老人ホーム (福)北秋田市社会福祉協議会 60 37,260

(福)双山会 特別養護老人ホーム (福)双山会 40 24,840

潟上市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)敬仁会 29 18,009

八郎潟町 小規模多機能型居宅介護事業所 あきた湖東農業協同組合   9 5,589

秋田市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)正和会 29 18,009

にかほ市 認知症高齢者グループホーム (株)大日向建築 9 5,589

大仙市 小規模多機能型居宅介護事業所 (有)福寿   6 3,726

仙北市

認知症高齢者グループホーム (有)福寿 9 5,589

認知症高齢者グループホーム (有)白岩の郷 9 5,589

小規模多機能型居宅介護事業所 (有)たんぽぽ 9 5,589

　　　　　　合計（１６施設） 191,889
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害児・者施設整備補 １ 事業目的

助事業 障害福祉サービスを提供する障害児・者施設の整備を促進す

ることにより、障害児・者の福祉の向上を図る。

１９７，２３８千円

２ 事業内容

（単位：千円）１３１，４９１ （１）平成２８年度整備

設 置 主 体 整備 設置５２，５００
種別・定員(人) 補助額

事 業 所 名 区分 場所１３，２４７

(福)花輪ふくし会 生 活 介 護 20
創設 99,538大館市

自立訓練(生活訓練) 7多機能型事業所しみず

(福) 花輪ふくし会 共 同 生 活 援 助 7
創設 33,560大館市

短 期 入 所 2グループホームしみずA

(福) 花輪ふくし会 共 同 生 活 援 助 10
創設 31,820大館市

短 期 入 所 2グループホームしみずB

(福) 花輪ふくし会 共 同 生 活 援 助 10
創設 31,820大館市

短 期 入 所 2グループホームしみずC

計 4件 196,738

（単位：千円）（２）国庫補助基準単価の改定による増額補正

設 置 主 体 整備 設置
種別・定員(人) 補助額

事 業 所 名 区分 場所

(NPO) 共 同 生 活 援 助 7 500共生センターとっと工房
大館市創設

い こ い の 家 短 期 入 所 2 (32,800)

※（ ）内は当初予算額

３ 補助率

国１／２、県１／４
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

社会福祉施設耐震改修 １ 事業目的

等促進臨時対策基金返 平成２１年度に国の「社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付

還事業 金」を財源として造成した「秋田県社会福祉施設耐震改修等促

進臨時対策基金」事業が、平成２７年度で終了したことから、

６５５，７６９千円 その執行残額を国庫に返還する。

６５５，７６９

２ 事業内容

（単位：千円）（１）基金実績

①積立額 ②執行額 執行残額

(①－②)（基金運用益を含む）

2,317,085 1,661,316 655,769

（２）事業実績

（単位：千円）①耐震化整備

施設区分 施設数 事業実績（執行額）

1 584,325救護施設

2 421,700障害児・者関係施設

3 254,471児童関係施設

6 1,260,496計

（単位：千円）②スプリンクラー整備

施設区分 施設数 事業実績（執行額）

1 16,065救護施設

32 382,273障害児・者関係施設

1 2,482児童関係施設

34 400,820計
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事 業 概 要
健 康 推 進 課

事 業 名 内 容

健康づくり人材の １ 事業実施の背景○新
多様な働き方研究事 本県の生活習慣病（がん、心疾患、脳血管疾患等）による

業 死亡率は、全国と比較して著しく高い。

このため、リスクを持つ者の生活習慣の改善を図る必要が

１,５３５千円 あるが、行政のみでは人材が不足し、きめ細かい保健指導の

実施が十分にできない状況にある。

７６７

７６８ ２ 事業目的

健康づくりの指導や相談業務に必要な資格（保健師、管理

地方創生推進交付金 栄養士等）を持ちながら、働いていない人材の掘り起こしを［ ］

行うとともに、そのような人材を活用した、シンクタンク・

コンサルティング機能等を持つ健康づくりを目的とした民間

組織の立ち上げに向けた調査・研究を行う。

３ 実施主体 県

４ 事業内容

（１）健康づくり人材の発掘事業 ２５０千円

県内の有資格者団体等の協力により、有資格者の多様な

働き方についてアンケート調査するとともに、市町村や関

係機関に対して、事業のアウトソーシング等について訪問

調査する。

対 象 調 査 内 容

有資格者 健康づくりを目的とする民間組織で

の就労希望調査

市町村 保険者 健康づくりを目的とする民間組織の、 、

健診機関 活用希望調査

（２）健康づくり人材の組織化研究事業 １，２８５千円

健康づくりに関する組織の立ち上げのため、県外先進地

から講師を招聘し、シンクタンク・コンサルティング機能

等の運営ノウハウや組織立ち上げについて研究する。

・想定されるメンバー：総合保健事業団、厚生連、看護

協会、栄養士会、健康運動指導

士会、医学・看護系大学生等

・研究会の開催回数 ：３回
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秋田県社会福祉施設職員福利基金条例の一部を改正する条例案の概要

福 祉 政 策 課

１ 改正理由

基金の運用から生ずる収益を基金に繰り入れるため、基金の運用益金の処理に

関する規定の整備を行う必要がある。

２ 改正内容

基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に繰り

入れることとする。（第４条関係）

３ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとする。

（参 考）

【基金の目的】

民間社会福祉施設に勤務する職員の研修、福利厚生事業を実施し、社会

福祉事業の振興を図る。

【基金対象事業】

・民間社会福祉施設職員福利厚生事業費補助（１，０００千円）

・福祉保健研修・人材センター運営事業

財源の一部として当該基金から６，０００千円繰入

【基金運用状況】

・昭和４９年度 １億円を原資として当該基金を創設

・昭和４９年度～平成１１年度 運用益を元に事業を実施

・平成１２年度～平成１３年度 運用益の低下により事業休止

・平成１４年度～ 運用益を積み立て原資を取り崩して事業再開

【基金残高】

平成２８年３月末現在 ４６，９１８千円
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秋田県民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例案の概要

福 祉 政 策 課

１ 改正理由

地域の実情に鑑み、民生委員の定数を改める必要がある。

２ 改正内容

次の４市の民生委員の定数を次のとおりとすることとする。（本則関係）

（単位：人）

民生委員の定数
市町村

改正前 改正後 増減

能代市 １８４ １８６ ＋２

横手市 ３１１ ３１３ ＋２

大館市 ２７８ ２８１ ＋３

大仙市 ２６５ ２６７ ＋２

県 計 ２，６６９ ２ ，６７８ ＋９

（秋田市を除く）

３ 施行期日

この条例は、平成２８年１２月１日から施行することとする。
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